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持続可能な高速道路システムの構築に向けた課題 

― 令和３年中間答申等を踏まえた考察 ― 

 

国土交通委員会調査室 大嶋 満 

 

 

１．高速道路の概況 

（１）高速道路の種類 

（２）高速道路整備の経緯と現状 

（３）高速道路の老朽化の状況及び特定更新等工事の進捗 

（４）高速道路の進化・改良 

２．持続可能な高速道路システムの構築に向けた課題 

（１）令和３年中間答申における提言 

（２）現行制度見直しの考え方 

（３）料金徴収期間（債務償還期間）の再延長に関する考察 

（４）関係論点 

 

 

我が国の国民生活・経済を支える重要な交通インフラである高速道路につい

て、その高いサービス水準を更に引き上げつつ、良好なインフラを次世代へ継

承するため必要な維持管理・更新1等を図る枠組み等の議論を深めることが求め

られている。令和３年８月、社会資本整備審議会道路分科会国土幹線道路部会

（以下「幹線道路部会」という。）は、中間答申（以下「令和３年中間答申」と

いう。）を取りまとめた。同答申において、現行の有料道路制度では、高速道路

の更新や進化の取組を将来にわたり継続的に実施するため必要な財源を担保す

ることは不可能であり、制度の見直しに着手すべき時期を迎えており、整備を

主目的とした現行制度の大幅な見直しが不可避としている2。 

                         
1 道路の「管理」とは、道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の全ての道路法（昭

和 27 年法律第 180 号）上の管理行為をいい、「維持管理」とは、管理のうち、維持（道路の機

能及び構造の保持を目的とする日常的な行為）、修繕（道路の損傷した構造を当初の状態に回

復させる行為や付加的に必要な機能及び構造の強化を目的とする行為）、災害復旧その他の管

理行為をいう。また、「更新」とは、道路構造を全体的に交換するなど、同程度の機能で再整備

する行為をいう。 
2 令和３年中間答申１、17 頁 
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本稿では、高速道路整備の経緯と現状、高速道路の老朽化の状況、特定更新

等工事の進捗、高速道路の進化・改良等を概観した上で、令和３年中間答申に

て言及されている高速道路の料金徴収期間の再延長に係る問題を中心に、同答

申等を踏まえ、持続可能な高速道路システムの構築に向けた課題とその方向性

について論ずることとする。 

 

１．高速道路の概況 

（１）高速道路の種類 

道路法では、道路の種類として、高速自動車国道3（以下「高速国道」という。）、

一般国道4、都道府県道、市町村道の４種類が定められている（第３条）。高速

道路株式会社法5（平成 16 年法律第 99 号）上、高速道路は、①高速国道、②自

動車専用道路（以下「自専道」という。）並びに③自専道と同等の規格及び機能

を有する道路（一般国道、都道府県道又は指定市道に限る。）と定義される（第

２条）。例えば、東名・名神高速道路は①、本州四国連絡道路（以下「本四道路」

という。）は②、首都・阪神高速道路は③に該当する。また、機能上、①と一般

国道の②は「高規格幹線道路6」、首都・阪神高速道路は「都市高速道路7」に分

                         
3 高速自動車国道法（昭和 32 年法律第 79 号）上、高速国道は、「自動車の高速交通の用に供す

る道路で、全国的な自動車交通網の枢要部分を構成し、かつ、政治・経済・文化上特に重要な

地域を連絡するものその他国の利害に特に重大な関係を有するもの」とされる（第４条）。 
4 道路法上、一般国道は、「高速自動車国道と併せて全国的な幹線道路網を構成」し、かつ一定

の法定要件に該当する道路と定義される（第５条）。 
5 日本道路公団等の民営化（平成 17 年 10 月）に伴い発足した、①東日本高速道路株式会社（以

下「東会社」という。）、②首都高速道路株式会社（以下「首都会社」という。）、③中日本高速

道路株式会社（以下「中会社」という。）、④西日本高速道路株式会社（以下「西会社」という。）、

⑤阪神高速道路株式会社（以下「阪神会社」という。）及び⑥本州四国連絡高速道路株式会社

（以下「本四会社」という。）（①～⑥を総称して以下「高速道路会社」という。また、①③④

を総称して以下「ＮＥＸＣＯ３社」という。）の事業範囲等を定めた法律 
6 高速国道及び一般国道自専道は、第４次全国総合開発計画（昭和 62 年６月閣議決定）にて高

規格幹線道路として位置付けられた。高規格幹線道路は、80～100km/h の自動車高速交通の確

保を図るため必要な道路で、全国の都市・農村地区からおおむね１時間程度で利用可能となる

よう約 14,000km の道路網（高速国道約 11,520km、一般国道自専道約 2,480km(うち本四道路約

180km)）で形成される。 
7 都市高速道路は、都市の機能の維持・増進を目的に建設される自専道であり、首都・阪神高

速道路に加え、地方道路公社（地方道路公社法（昭和 45 年法律第 82 号）に基づき、都道府県

又は政令指定都市が設立・出資し、設立団体である地方公共団体の区域及びその周辺地域にて

有料道路事業を行う法人）が建設・管理する指定都市高速道路が該当する。いずれも当該道路

のみで一つの道路網を構成する。また、指定都市高速道路とは、道路整備特別措置法（昭和 31

年法律第７号）（以下「特措法」という。）第 12 条に基づき、地方道路公社が国土交通大臣の許

可を受け、新設・改築し料金を徴収する道路で、政令指定都市とその周辺の地域に存在し、都

市計画で定められた道路のみで一つの道路網を構成する自専道をいう。名古屋・広島・福岡・

北九州の各都市高速道路が該当する。 
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類され（図表１）、高速道路の種類により料金体系も異なっている8。 

 

図表１－１ 高規格幹線道路及び都市高速道路の供用延長・管理区分 

高規格幹線道路 12,099km 都市高速道路 800.3km 

高速国道 9,078km 

（①有料 8,445km、 

   新直轄 633km） 

高速国道に並

行する一般国

道自専道②

1,066Km 

一般国道自専

道（本四道路

を含む。）③

1,955km 

④首都 

327.2km 

⑤阪神 

258.1km 

名古屋 

81.2km 

広島 

25.0km 

福岡 

59.3km 

北九州 

49.5km 

 ⑥指定都市高速道路 215.0km 

【管理区分】①②③（②③は無料区間を除く。）：ＮＥＸＣＯ３社及び本四会社、④：首都会社、 

⑤：阪神会社、⑥：各地方道路公社 

（注１）令和３年４月末時点 

（注２）新直轄とは、料金収入で維持管理費用を賄えない区間や有料道路の場合の費用便益比が１未満と

なる区間等を対象に、新設・管理等を国自ら行う方式をいう。また、高速国道・一般国道自専道

等の整備に当たっては、合併施行（有料道路事業による整備では採算確保が困難な場合、一般道

路事業と有料道路事業を組み合わせて施行し、適正な料金水準の下で採算を確保しつつ、必要な

道路を効率的かつ早期に整備する方式）も活用されている。 

（出所）全国高速道路建設協議会『旬刊高速道路 №1850』（令 3.4.30）、公益財団法人高速道路調査会『高

速道路と自動車 第 64 巻 第６号』（令 3.6）59 頁等を基に筆者作成 

 

図表１－２ 高規格幹線道路の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）令和３年５月１日時点 

（出所）令和３年中間答申参考資料 28 頁 

                         
8 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」という。）と高速道路会社との

協定にて、①高速国道については、対距離料金制を適用する区間、均一制を適用する区間及び

区間料金制を適用する区間の料金の額が、②本四道路については、路線ごとの各ＩＣ（インター

チェンジ）相互間の一回の通行に係る料金の額等が、③首都・阪神高速道路については、基本

料金の額等がそれぞれ定められている。 
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（２）高速道路整備の経緯と現状 

ア 有料道路制度の導入と四公団による整備 

我が国の道路は、戦災等により著しく劣化していた。戦後、道路整備を推進

するに当たり、一般財源のみでは増大する道路交通需要に整備が追いつかない

状況にあった。こうした中、一般道路については揮発油税等を財源とする道路

特定財源制度の下で整備が進められた。高速道路については特措法に基づき、

借入金を用い、完成した道路から通行料金を徴収しその返済に充てる有料道路

制度を活用することとされ、日本道路公団（昭和 31 年設立）等9の下で、民間

資金を広く活用し建設が推進された。 

他方で、道路は本来、国家・社会における諸活動に不可欠な基盤を提供する

ことから、公共財の最も典型的なものとして、その建設・管理は国・地方公共

団体の責任に属し、一般財源を充当して行われるべきとされる。こうした考え

から、道路は無料で一般交通の用に供されるのが原則とされている（無料開放

原則）10が、有料道路制度は同原則の例外に位置付けられ、高速道路は、建設に

係る借入金の完済後、順次無料開放することとされている。 

昭和 38 年７月、我が国初の高速道路である名神高速道路（栗東～尼崎）が開

通し、以降、有料道路事業と直轄事業を活用し、10,000km を超える高規格幹線

道路が、一体的に機能するその他国道を始めとした広域的な道路網とともに整

備された11。また当初、高速国道では、料金水準及び料金徴収期間を個別路線ご

とに設定する個別採算制が採用されていたが、昭和 47 年、料金水準を全国で画

一的に運用し無料開放日を同一とする料金プール制が採用された。 

料金プール制では、全路線の収支が合算されるため、黒字路線の収入で赤字

路線の損失を埋め合わせることが可能となる。債務償還期間は、税法上適用さ

れる耐用年数を高速道路の諸施設に当てはめた場合に算出される平均的な耐用

年数を基本として設定され、各路線の供用開始日を建設費用により加重平均し

得られた日から開始されるため、路線の整備追加に合わせ債務償還期限が変更

された。料金プール制導入時に約 30 年間と設定された債務償還期間は、平成４

年に 40 年間、平成 11 年に 45 年間にそれぞれ延長され、平成 13 年には 50 年

                         
9 日本道路公団設立後、国による有料の直轄事業は全て同公団にその権利義務が承継された。

また、有料道路事業体として、昭和 34 年に首都高速道路公団、昭和 37 年に阪神高速道路公団、

昭和 45 年に本州四国連絡橋公団が設立された（これらを以下「四公団」という。）。 
10 国土交通省道路局路政課「道路法令Ｑ＆Ａ」『道路行政セミナー 2010.3』（一般財団法人道

路新産業開発機構 平 22.3） 
11 日本道路公団は、道路債券の発行等を通じ借り入れた資金により、高速国道及び一般有料道

路（高速国道及び都市高速道路以外の有料道路）を建設・管理した。 
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9 日本道路公団設立後、国による有料の直轄事業は全て同公団にその権利義務が承継された。

また、有料道路事業体として、昭和 34 年に首都高速道路公団、昭和 37 年に阪神高速道路公団、

昭和 45 年に本州四国連絡橋公団が設立された（これらを以下「四公団」という。）。 
10 国土交通省道路局路政課「道路法令Ｑ＆Ａ」『道路行政セミナー 2010.3』（一般財団法人道

路新産業開発機構 平 22.3） 
11 日本道路公団は、道路債券の発行等を通じ借り入れた資金により、高速国道及び一般有料道

路（高速国道及び都市高速道路以外の有料道路）を建設・管理した。 
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（出所）機構『高速道路機構の概要 2021』（令 3.11）12 頁を基に筆者作成 

 

機構は、四公団から承継した高速道路資産及び民営化後に新たに建設等が行
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12 「道路関係四公団民営化の基本的枠組みについて」（平成 15 年 12 月政府・与党申し合わせ） 
13 日本道路公団はＮＥＸＣＯ３社に、首都高速道路公団は首都会社に、阪神高速道路公団は阪

神会社に、本州四国連絡橋公団は本四会社にそれぞれ移行した。 
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く。）等を営むこととされ、①②について、事前に機構と協定を締結しなければ

ならないとされた（高速道路株式会社法第５、６条）14。債務完済後、機構は解

散し、高速道路は本来の道路管理者15（以下「本来道路管理者」という。）に帰

属することとされている。 

さらに、民営化時に、有料道路事業の対象となる整備区間及び債務償還期限

が大幅に見直されている。特に前者については、政府・与党申合せ等にて、国

と地方の負担による高速国道の整備が提案されたこと等を受け、その一部路線

で新直轄方式（負担割合は国：地方＝３：１）が導入された。同方式による高

速国道の整備計画延長は 834km となっている。 

 

ウ 高速道路料金の決定原則 

機構法上、高速道路会社が運営する有料の高速道路は、「全国路線網」、「地域

路線網」及び「一の路線」に区分される。全国路線網は高速国道とネットワー

ク型の一般有料道路により構成され、地域路線網は首都・阪神高速道路が該当

し、それぞれが一つの路線網となっている。一の路線は、全国路線網及び地域

路線網に属さないバイパス型の一般有料道路が該当する。本四道路は当初、地

域路線網に属していたが、平成 26 年４月に全国路線網に組み込まれた16（図表

３）。高速道路会社が徴収する高速道路料金は、全国路線網及び地域路線網は償

還主義及び公正妥当主義に、一の路線は償還主義及び便益主義に、それぞれ適

合することとされている（図表４）。 

  

                         
14 高速道路会社は、機構と独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成 16 年法律

第 100 号）（以下「機構法」という。）第 13 条第１項に規定する協定を締結したときは、当該協

定に基づき、国土交通大臣の許可を受け、高速道路を新設・改築して料金を徴収することがで

きるとされる（特措法第３条第１項）。 
15 高速国道及び政令で指定する区間内の一般国道は国土交通大臣、同区間外の一般国道は都道

府県及び指定市、都道府県道及び市町村道は当該地方公共団体が、道路管理者とされている。

また、機構・高速道路会社等は、特措法に定められた事務につき、本来道路管理者の権限を代

行することとされている。 
16 一般有料道路では個別路線ごとの採算確保を基本に料金が設定され、本四道路は、建設費や

便益を考慮し、高速国道に比べ特に高い料金水準となっていた。こうした中、平成 25 年６月に

幹線道路部会が取りまとめた中間答申を受け、国土交通省は同年 12 月、「新たな高速道路料金

に関する基本方針」を公表した。同基本方針では、ネットワーク化が進みつつある高速道路が

一層有効利用されるよう、建設の経緯の違いなどによる区間ごとの料金差を是正し、普通区間、

大都市近郊区間及び海峡部等特別区間の三つの料金水準に整理することとされた。これにより、

本四道路を含む海峡部等特別区間の料金（本四道路（海峡部）252.72 円／km、同（明石海峡）

404.35 円／km）は一般国道 302 号（伊勢湾岸道路）並み（108.1 円/㎞）に引き下げることとさ

れた（括弧内はいずれも普通車の場合の料金水準）。翌 26 年４月から新たな高速道路料金が適

用されると同時に、本四道路は全国路線網に編入された。 
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図表３ 高速道路会社が運営する有料道路の区分等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）会計検査院「高速道路に係る料金、債務の返済等の状況に関する会計検査の結果について」 

『会計検査院法第 30 条の３の規定に基づく報告書』（令 3.4）（以下「令和３年検査報告書」

という。）16 頁を一部加工 

 

図表４ 料金決定基準の適用対象 

 償還主義 公正妥当主義 便益主義 

全国路線網に属する高速道路 ○ ○ － 

地域路線網に属する高速道路 ○ ○ － 

一の路線に属する高速道路 ○ － ○ 

（出所）令和３年検査報告書 20 頁 

 

償還主義、公正妥当主義及び便益主義は、特措法第 23 条に規定される。 

償還主義とは、協定の対象となる高速道路ごとに、高速道路の通行料金を、

新設、改築、維持、修繕その他の管理に要する費用を料金徴収期間内に償うも

のとすることである。債務償還後に無料開放されることとなる。料金徴収期間

終了後に高速道路が無料化されたとき、事業資産として高速道路のみ保有する

会社を考えた場合、貸借対照表上、収入から計算して評価される高速道路の資

産価値はゼロであり、それとバランスすべき他人資本（負債）及び自己資本（純

資産）もゼロとならなければならず、無料開放までに負債及び純資産を全て償

還しなければならないとの考え方もある17。 

公正妥当主義とは、高速道路の通行料金は利用者の支払能力（負担力）を加

                         
17 宮川公男『高速道路 なぜ料金を払うのか』（東洋経済新報社 平 23.8）83 頁 
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味して決定されなければならないことをいい、具体的には、通行する自動車の

種類により適切な料金比率を設定するとともに、他の公共料金、交通機関の運

賃（料金）、物価水準等を考慮して通行料金を決定することである18。これは、

交通網を形成する高速道路については、代替道路を利用した場合との単純な比

較が困難であることから、道路のみならず、代替する他の交通機関とも比較し、

社会的、経済的に公共料金としての妥当性が認められる必要があるためとされ

る19。なお、高速道路料金の上昇率は、電気料金を除く他の公共料金等と比べ低

い割合である旨指摘されている20。 

便益主義とは、当該道路の通行又は利用により「通常受ける利益」の限度を

超えない範囲で料金の額を決定することである。これは、代替道路を通行した

場合と比べ便益がどの程度得られるかを算定した上で、利用者が受ける便益が

少なくとも料金以上となるよう設定することで、利用者に過分の負担を強いる

ことを回避するためとされる21。ここでいう「通常受ける利益」とは、距離・時

間の短縮、路面の改良、屈曲・勾配の減少等の道路の構造の改良又は通行・利

用方法の変更に伴い、燃料費、車両の運転費、輸送費、旅行費、荷役費、積卸

費、包装費等の道路の通行又は利用に要する費用について、通常節約すること

ができる経費の額とされる（道路整備特別措置法施行令第９条第６号）。 

 

エ 平成 26 年改正法による料金徴収期間の延長 

『荒廃するアメリカ22』で示された問題意識や中央道笹子トンネル事故23等を

踏まえ、増大する将来の補修費用を低減しつつ、後世にわたり国民が安全に安

心して利用できる高速道路とするため、これまでの維持管理に加え、四公団民

営化時点では見込まれなかった構造物の更新や大規模修繕を計画的に進めるこ

とが求められている。道路法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 53 号）

（以下「平成 26 年改正法」という。）の中で特措法が改正され、高速道路の老

                         
18 公益財団法人高速道路調査会経済・経営研究部会高速道路の料金制度に関する研究委員会

（以下「料金制度研究委員会」という。）『高速道路制度あれこれ ―法制度・料金制度関連用語

集― 試行版（改定）』（平 26.12）20 頁 
19 国土交通省道路局路政課監修、道路法令研究会編集『よくわかる道路関係四公団民営化関係

法』（ぎょうせい 平 16.7）59 頁 
20 令和３年検査報告書 45 頁 
21 前掲脚注 19 
22 Pat Choate，Suzan Walter が 1982 年に出版した著書の題名。アメリカでは 1970～80 年代に

かけ、道路の維持管理に十分な予算が投入されず、老朽化による崩落・損傷・通行止めが頻発

した。 
23 平成 24 年 12 月、中央自動車道の笹子トンネルにて、部品の老朽化のため天井板が落下し、

９名が犠牲となった。 

8経済のプリズム No208 2022.1



 

味して決定されなければならないことをいい、具体的には、通行する自動車の

種類により適切な料金比率を設定するとともに、他の公共料金、交通機関の運

賃（料金）、物価水準等を考慮して通行料金を決定することである18。これは、

交通網を形成する高速道路については、代替道路を利用した場合との単純な比

較が困難であることから、道路のみならず、代替する他の交通機関とも比較し、

社会的、経済的に公共料金としての妥当性が認められる必要があるためとされ

る19。なお、高速道路料金の上昇率は、電気料金を除く他の公共料金等と比べ低

い割合である旨指摘されている20。 

便益主義とは、当該道路の通行又は利用により「通常受ける利益」の限度を

超えない範囲で料金の額を決定することである。これは、代替道路を通行した

場合と比べ便益がどの程度得られるかを算定した上で、利用者が受ける便益が

少なくとも料金以上となるよう設定することで、利用者に過分の負担を強いる

ことを回避するためとされる21。ここでいう「通常受ける利益」とは、距離・時

間の短縮、路面の改良、屈曲・勾配の減少等の道路の構造の改良又は通行・利

用方法の変更に伴い、燃料費、車両の運転費、輸送費、旅行費、荷役費、積卸

費、包装費等の道路の通行又は利用に要する費用について、通常節約すること

ができる経費の額とされる（道路整備特別措置法施行令第９条第６号）。 

 

エ 平成 26 年改正法による料金徴収期間の延長 

『荒廃するアメリカ22』で示された問題意識や中央道笹子トンネル事故23等を
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（以下「平成 26 年改正法」という。）の中で特措法が改正され、高速道路の老

                         
18 公益財団法人高速道路調査会経済・経営研究部会高速道路の料金制度に関する研究委員会

（以下「料金制度研究委員会」という。）『高速道路制度あれこれ ―法制度・料金制度関連用語

集― 試行版（改定）』（平 26.12）20 頁 
19 国土交通省道路局路政課監修、道路法令研究会編集『よくわかる道路関係四公団民営化関係

法』（ぎょうせい 平 16.7）59 頁 
20 令和３年検査報告書 45 頁 
21 前掲脚注 19 
22 Pat Choate，Suzan Walter が 1982 年に出版した著書の題名。アメリカでは 1970～80 年代に

かけ、道路の維持管理に十分な予算が投入されず、老朽化による崩落・損傷・通行止めが頻発

した。 
23 平成 24 年 12 月、中央自動車道の笹子トンネルにて、部品の老朽化のため天井板が落下し、

９名が犠牲となった。 

 

朽化に対応した迅速かつ計画的な更新の実施に要する財源確保のため、料金徴
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オ 高速道路債務の償還状況 
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たに引き受けている。当該新規引受債務と民営化時の承継債務（約 38.2 兆円）

を合わせた計 52.2 兆円の同年度末時点の未償還債務残高は 40.4 兆円であり、

11.8 兆円の債務償還がなされていることとなる。このうち、承継債務の返済総

額 22.9 兆円から新規引受債務 14.0 兆円を差し引いた 8.9 兆円が債務の純減分

であり、残りの 2.9 兆円は、高速道路利便増進事業27による国への債務承継分

とされる（図表５）。 

また、四公団民営化から 45 年以内に確実に債務を返済するという民営化の

趣旨を踏まえ、平成 26 年改正法を受け新たに加えられた大規模修繕28・大規模

更新29に係る債務（特定更新等工事債務）と、従前の建設債務及び出資金とは、

債務返済計画において区分され、特定更新等工事債務は、平成 26 年改正法によ

                         
24 高速道路会社が設置した有識者委員会が平成 25 年１月から４月にかけて公表した中間とり

まとめ・提言によれば、当面の大規模修繕・大規模更新等の概算費用は、ＮＥＸＣＯ３社で 5.4

兆円、首都会社で 7,900～9,100 億円、阪神会社で 6,200 億円とされた。 
25 令和３年検査報告書 54 頁 
26 機構『高速道路機構の概要 2021』（令 3.11） 
27 高速道路利便増進事業とは、高速道路の料金割引及びスマートＩＣの整備を行う事業である。

道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和 33 年法律第 34 号）の改正（平

成 20 年５月）を受け、平成 21 年３月、国は、機構が保有する債務のうち２兆 8,804 億余円を

一般会計にて承継し、これにより機構は、高速道路会社が同事業の実施に必要となる貸付料の

減額や、同会社からの新たな債務の引受けが可能となった。その後、東日本大震災の発生によ

り、東日本大震災に対処するために必要な財源の確保を図るための特別措置に関する法律（平

成 23 年法律第 42 号）が施行され、平成 24 年３月、機構は同法に基づき 2,500 億円を国庫納

付し、同額分の事業が縮小された（令和３年検査報告書 25～26 頁）。 
28 高速道路の本体構造物の補修・補強により、建設当初と同等の機能を回復し、長寿命化を図

ることをいう。 
29 高速道路の本体構造物のうち、主に橋梁の上部工を再施工（桁又は床版の取替等）すること

により、現在の新設構造物と同等又はそれ以上の性能を確保して性能強化を図ることをいう。 
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る債務償還期間の延長期間となる最長 15 年間で償還することとされている。 

 

図表５ 債務残高の推移（計画値・実績値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１）機構は、高速道路会社との協定締結後、当該協定の対象となる高速道路ごとに業務実施計画を策

定しており、同計画の別紙である「機構の収支予算の明細」として債務返済計画が示されている。 

（注２）表上の計画値は、当該年度が計画値となっている最新の協定の値 

（注３）債務返済計画と財務諸表では数値の扱いが異なる部分がある（債務返済計画での債務残高は、財

務諸表の債務残高から現預金分等を控除している。また、未収金・未払金は、債務返済計画では

当該年度の収入・支出としている。）ため、計画実績対比を行う際には債務返済計画ベースの考

えに合わせて債務残高が計算されている。 

（出所）機構ＨＰ<https://www.jehdra.go.jp/ir/jisseki_saimu_hensai.html>30を一部加工 

 

（３）高速道路の老朽化の状況及び特定更新等工事の進捗 

ア 高速道路の老朽化の状況 

我が国の高速道路は、一般道路の約 10 倍以上の台数の大型車が通行するな

ど、過酷な使用状況に長年置かれ、老朽化が進行している（図表６）。 

全ての橋梁・トンネル等について、平成 26 年度から５年に一度の近接目視に

よる定期点検が実施され、一巡目点検の結果、損傷発見数は定期点検前より増

加し、特に重大な損傷の発見も相次いでいる。損傷発見数の増加に合わせ、高

速道路会社では、修繕の実施体制等を強化し、未対応損傷を減少させる取組が

行われているが、今後も引き続き、構造物の健全性を保ち続けるため、更に取

組を強化すべきとされる31。 

                         
30 本稿掲載ＵＲＬの最終アクセスの日付はいずれも令和４年１月 18 日 
31 令和３年中間答申２頁 

（単位）兆円 
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（単位）兆円 

 

図表６－１ 高速道路の構造物の状況（令和２年度末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ⅰ：健全（構造物の機能に支障が生じていない状態） 

Ⅱ：予防保全段階（構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが 

望ましい状態） 

Ⅲ：早期措置段階（構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態） 

Ⅳ：緊急措置段階（構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置 

を講ずべき状態） 

（注１）括弧内は、令和３年３月末時点の施設数のうち、平成 28～令和２年度に点検を実施した 

施設数の合計 

（注２）点検を実施した施設のうち、令和３年３月末時点で診断中の施設を除く。 

（注３）四捨五入の関係で合計値が 100％にならない場合がある。 

（出所）国土交通省道路局『道路メンテナンス年報』（令 3.8）25 頁等を基に筆者作成 

 

図表６－２ 高速道路会社が管理する高速道路の供用からの経過年数 

（令和２年度末時点） 
 ＮＥＸＣＯ３社 首都会社 阪神会社 本四会社 

供用 30 年以上 54％ 67％ 62％ 59％ 

供用 40 年以上 32％ 42％ 43％ ４％ 

（出所）令和３年中間答申２頁を基に筆者作成 

 

令和３年中間答申では、一巡目点検の結果、平成 26 年改正法制定時には想定

されなかった事例が数種類確認されたとしている。第一に、修繕しても十分に

性能が回復しない事例が判明している。修繕を繰り返した場合には１回の修繕

による性能回復が徐々に小さくなること、次回修繕までの間隔が短くなること

が推察されている。第二に、橋梁のジョイント構造にて想定外の早さで止水機

能が失われる事例が生じ、予防保全を必ずしも適切なタイミングで実施できな

いおそれがあることが判明している。第三に、新技術を用いた詳細な点検の結

果、特殊な構造を有する橋梁の桁下の狭隘部における支承32の圧壊等の新たな

損傷が発見され、その主因が桁端部の構造に起因することから、修繕のみでは

                         
32 上部構造と下部構造との間に設置される部材。上部構造の荷重を下部構造に伝達するための

機構となっている。 
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構造物の安全性の長期確保が難しいことが判明している。これらの事例から、

構造物の劣化を正確に予測することの困難さが改めて認識されている33。 

また、平成 26 年度からの定期点検や更新事業等により得られた新たな知見

を踏まえ、①現に性能低下が著しい構造物については、更新事業の追加により

早期に抜本的な性能回復を図るべきであるとし、②現時点で必ずしも十分に見

通すことができない将来的な更新事業については、５年に一度の定期点検の結

果等に基づく最新の知見を踏まえつつ、内容や規模が明らかになった段階で順

次追加する必要があるとしている。さらに、更新事業によるリニューアル後の

構造物についても、通常の修繕の繰り返しのみでは適切な性能を保てないこと

を踏まえれば、その後も長期的なスパンで繰り返し更新事業の実施が必要とな

ることを想定すべきであるほか、更新事業の実施に当たり、当該箇所の交通課

題等の効率的解決のため、機能強化を合わせて実施すべきであるとしている。

加えて、更新事業実施後の予防保全については、常に最新の知見を踏まえ、そ

の効果を高めるため、その内容やタイミングを適時適切に見直して必要なもの

を追加すべきであるなどとしている34。 

 

イ 特定更新等工事の進捗 

高速道路会社は、更新計画35を策定し、特定更新等工事（大規模修繕・大規模

更新）を順次実施している。令和３年４月時点の同計画によれば、同工事に要

する事業費は、ＮＥＸＣＯ３社約３兆 9,542 億円、首都会社約 8,766 億円、阪

神会社約 4,089 億円、本四会社約 255 億円となっており、合計約５兆 2,652 億

円に上る。令和２年３月末時点の機構と高速道路会社との協定によれば、ＮＥ

ＸＣＯ３社・阪神会社・本四会社は平成 27～令和 11 年度の約 15 年間、首都会

社は平成26～令和22年度の約27年間にて特定更新等工事を実施することとさ

れている。当該協定には同工事に係る年度ごとの債務引受限度額が定められ、

協定変更により実績額が協定に反映される。同工事を初めて定めた際の協定（Ｎ

ＥＸＣＯ３社・阪神会社・本四会社は平成 27 年３月、首都会社は平成 26 年 11

月）における、令和元年度までの債務引受限度額の合計額（当初の計画額）に

対する実際の引受額の割合は 15.9～70.2％となり、当初の計画と比べ工事の進

                         
33 令和３年中間答申３頁 
34 令和３年中間答申４頁。同答申では更新の語を大規模な修繕を含むものとして扱っている。 
35 高速道路会社は、更新計画の基本的な考え方として、構造物の点検結果及び変状分析から構

造物が持つ潜在的な劣化要因を把握し、年数経過による老朽化、大型車交通量の増加等の厳し

い使用環境、地盤材料の風化等の地盤特性、古い技術基準で設計された構造物であること等の

要素を考慮し要対策箇所を選定している。 
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33 令和３年中間答申３頁 
34 令和３年中間答申４頁。同答申では更新の語を大規模な修繕を含むものとして扱っている。 
35 高速道路会社は、更新計画の基本的な考え方として、構造物の点検結果及び変状分析から構

造物が持つ潜在的な劣化要因を把握し、年数経過による老朽化、大型車交通量の増加等の厳し

い使用環境、地盤材料の風化等の地盤特性、古い技術基準で設計された構造物であること等の

要素を考慮し要対策箇所を選定している。 

 

捗が遅れているとされる36。 
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（４）高速道路の進化・改良 
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向性が示されている39。 
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スク等の問題を抱える暫定２車線区間40の解消（４車線化）は重要な課題であ

る。「高速道路における安全・安心基本計画」（令和元年９月国土交通省道路局）

（以下「安全・安心基本計画」という。）では、対面通行かつ有料である同区間

は約 1,600km 存在するところ、これまでの施工実績から全線４車線化を実現す

るには約８兆円の費用が必要と試算されているとした上で、おおむね 10～15 年

で有料の暫定２車線区間の半減を目指す（長期的には解消）とされた。しかし

ながら、現在の機構の債務返済計画では、４車線化に係る費用は基本的に考慮

                         
36 令和３年検査報告書 59 頁 
37 令和３年検査報告書 59～61 頁 
38 令和３年中間答申２、４～５頁 
39 令和３年中間答申 10～13、16 頁 
40 暫定２車線区間とは、完成４車線の高速道路のうち、当面の間、交通量が少ないと見込まれ

るものを、初期投資の抑制のため、差し当たり２車線の完成をもって供用開始した区間をいう。

交通量の増加に応じ残り２車線を完成することとされた。 
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されていない。令和２年度以降、財政融資資金を活用し、安全・安心基本計画

にて、時間信頼性確保・事故防止・ネットワーク代替性確保の三つの観点から

課題の大きい「優先整備区間」（880ｋｍ）に抽出された区間の中から選定し、

整備が実施されている41。これは、機構が今後複数年度にかけて政府保証債によ

り調達予定の額を単年度の財政融資資金借入金として前倒しで調達し、これに

よる金利負担軽減分（債務引受余力の増加）を活用するものである。①令和２

年度当初予算にて 0.86 兆円、②同補正予算にて 0.5 兆円、③令和３年度当初予

算にて 0.5 兆円、④同補正予算にて 0.3 兆円の財政融資がなされたほか、⑤令

和４年度予算でも 0.2 兆円が措置されることとなっている（ただし、令和２年

度当初予算での財政融資は、４車線化のほか、大都市圏環状道路の整備促進に

も活用されている。）。各年度の「道路局関係予算決定概要」（国土交通省道路局）

によれば、これらの財政融資による金利負担軽減額は、①で 0.6 兆円程度、②

③で 0.5 兆円程度、④⑤で 0.25 兆円程度とされる。令和元年度当初予算でも１

兆円の財政融資が措置され、暫定２車線区間の４車線化（対象区間は、平成 30

年に実施された「重要インフラの緊急点検」を踏まえ、土砂災害等の危険の高

い箇所から選定された。）等が進められたが、その際、金利負担は約 0.7 兆円の

軽減となるとされた。当該軽減額は財政融資資金の借入れ決定時の計画金利に

基づき算出されていることから、会計検査院は、一定の条件を仮定する等して、

財政融資資金の借入れを反映する直前までの協定変更を反映した債務返済計画

を基に、実際に借入れを行った際の金利により機構の金利負担の軽減額を試算

している。これによると、料金徴収期間の満了日までに約 2.6 兆円になるとさ

れ、その効果の大きさがうかがえる42。 

令和３年中間答申では、将来の高速道路を取り巻く環境や技術革新等を正確

に予測することは困難であるため、具体的な進化・改良の施策について将来に

わたり見通しを立てることはできず、現段階で明らかとなっている社会的要請

を踏まえ、当面の間、現在の取組の方向性と同様に、強靱性の向上、安全・安

心の確保及び快適性の向上、並びに持続可能性の確保及び地域活性化の促進の

観点から、更なる進化・改良を進めることが必要とされる。そして、高速道路

への社会的要請の変化が明らかとなった時点で、求められる機能を速やかに把

                         
41 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年 12 月閣議決定）では、「高

規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワー

ク化等による道路ネットワークの機能強化対策」が掲げられた。「優先整備区間」（880km）の事

業着手率は、令和元年度時点で約 13％であるところ、令和７年度の達成目標が同約 47％と設

定された（中長期の達成目標は 100％）。 
42 令和３年検査報告書 154～157 頁 
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41 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年 12 月閣議決定）では、「高

規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワー

ク化等による道路ネットワークの機能強化対策」が掲げられた。「優先整備区間」（880km）の事

業着手率は、令和元年度時点で約 13％であるところ、令和７年度の達成目標が同約 47％と設

定された（中長期の達成目標は 100％）。 
42 令和３年検査報告書 154～157 頁 

 

握し、遅滞なく高速道路を適切に進化・改良していくことが重要とされる43。 

この点、前述の財政融資の活用事例に加えて、これまでは、低金利での資金

調達により債務返済の進捗が計画を上回っている場合に、進化・改良のための

新たな事業等を必要に応じ都度追加しているが、これは、継続的かつ安定的に

実施できる対応ではないことに留意する必要があるとしている44。 

 

２．持続可能な高速道路システムの構築に向けた課題 

（１）令和３年中間答申における提言45 

令和３年中間答申では、新たに追加の必要性が生じた更新事業、時代の要請

や技術革新を反映した高速道路事業（進化・改良事業）に要する財源が確保さ

れていないといった課題が指摘されている。今後は、これらに要する財源につ

いて、負担の在り方を整理した上で、継続的かつ安定的な確保が可能となるよ

う現行の償還制度を見直すことが必要としている。 

その上で、債務完済を前提とした場合、料金水準引上げの妥当性を示しつつ

も、社会・経済への影響を考慮した慎重な検討が必要である一方、更新による

構造物の耐用年数の延長を踏まえ、世代間の負担の公平性の観点から、料金徴

収期間の延長が妥当としている。 

その際、50 年を超える超長期の償還計画では、交通量や金利等の変動リスク

が極めて高いと考えられることも踏まえて具体の期間を検討する必要があると

ともに、機構が債務の一部又は全てを保有し続けることも検討することが望ま

しいとしている。 

他方で、高速道路の整備・管理に必要となる費用負担の考え方として、①維

持管理等（維持管理・更新・進化・改良をいう。以下同様）は確実に実施する

必要があり、その費用負担は必然であること、②必要となる費用は基本的に、

最大の受益者である利用者が負担する料金収入により財源を確保すること（利

用者負担）、③利用者負担の決定に当たり、料金が利用交通に与える影響も考慮

し、国全体としての観点に加え、地域政策的な観点からも検討する必要がある

ことが示され、これらを踏まえ、現行制度を見直す必要があるとしている。 

内閣府の「道路に関する世論調査」（令和３年７月調査）では、高速道路の維

持修繕、更新の費用の在り方について、全額税金で賄っていくべきとした者が

5.5％に対し、何らかの形で高速道路の通行料金により賄うとした者の割合が

                         
43 令和３年中間答申 15～16 頁 
44 令和３年中間答申 18～19 頁 
45 令和３年中間答申 18～23 頁 
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93.3％となっている（図表７）。高速道路料金を徴収し続けることについて、社

会的に相当程度受容され得ることが示唆される。 

また、当初から有料道路制度が存在する欧州の４か国では、いずれも償還期

間が大幅に延長されている。また、無料区間の延長割合は、我が国の高規格幹

線道路（約 14,000km）が 25％（前掲図表１－２）であるのに対し、フランスが

我が国とほぼ同じで、イタリア・ポルトガルは我が国より低い（図表８）。 

図表７ 内閣府「道路に関する世論調査」（令和３年７月調査）結果 
 
（問）現在、高速道路の建設や維持修繕、更新の費用は、通行料金でまかなっていますが、2065 年以降

は無料になり、維持修繕、更新の費用は税金でまかなう制度になっています。一方で、維持修繕、更

新の費用は、引き続き、高速道路を利用する人が通行料金により負担すべきとの考え方もあります。

あなたは、高速道路の維持修繕、更新の費用のあり方について、どのようにお考えになりますか。 

あなたのお考えに最も近いものをお答えください。（○は１つ） 

１．全額税金でまかなっていくべき 

２．税金でまかなっていくべきだと思うが、ある程度は高速道路の通行料金でまかなうことも 

やむを得ない 

３．高速道路の通行料金でまかなっていくべきだと思うが、ある程度は税金でまかなうことも 

やむを得ない 

４．税金ではなく、高速道路の通行料金でまかなっていくべき 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）＜＞内は平成 28 年７月調査の結果（該当者数 1,815 人） 

（出所）内閣府「道路に関する世論調査」（令和３年７月・平成 28 年７月調査）を基に筆者作成 

図表８ 当初から有料道路制度が存在する欧州各国の高速道路の償還期間等 

国名 車種 
償還期間 

高速道路延長【有料区間の延長割合】 
当初 変更後 

フランス 

全車 

35 年 75 年（＋40 年） 11,618km（2017 年度末）【約 78％】 

イタリア 30 年 86 年（＋56 年）  6,943km（2016 年度末）【約 86％】 

スペイン 30 年 50 年（＋20 年） 15,523km（2017 年度末）【約 20％】 

ポルトガル 25 年 63 年（＋38 年）  3,065km（2016 年度末）【約 96％】 

（注１）代表的な路線の償還期間の例 

（注２）料金収入は各国とも道路整備（新設・拡幅）・更新費・維持管理費に充当。また、各国とも対

距離制を採用 

（注３）導入年は、フランスが 1955 年、イタリアが 1925 年、スペインが 1953 年、ポルトガルが 

1972 年 

（出所）令和３年中間答申参考資料 31 頁その他国土交通省資料を基に筆者作成 

（単位：％） 

＜6.3＞    ＜32.2＞                  ＜41.3＞             ＜16.5＞ 
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やむを得ない 

４．税金ではなく、高速道路の通行料金でまかなっていくべき 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）＜＞内は平成 28 年７月調査の結果（該当者数 1,815 人） 

（出所）内閣府「道路に関する世論調査」（令和３年７月・平成 28 年７月調査）を基に筆者作成 

図表８ 当初から有料道路制度が存在する欧州各国の高速道路の償還期間等 

国名 車種 
償還期間 

高速道路延長【有料区間の延長割合】 
当初 変更後 

フランス 

全車 

35 年 75 年（＋40 年） 11,618km（2017 年度末）【約 78％】 

イタリア 30 年 86 年（＋56 年）  6,943km（2016 年度末）【約 86％】 

スペイン 30 年 50 年（＋20 年） 15,523km（2017 年度末）【約 20％】 

ポルトガル 25 年 63 年（＋38 年）  3,065km（2016 年度末）【約 96％】 

（注１）代表的な路線の償還期間の例 

（注２）料金収入は各国とも道路整備（新設・拡幅）・更新費・維持管理費に充当。また、各国とも対

距離制を採用 

（注３）導入年は、フランスが 1955 年、イタリアが 1925 年、スペインが 1953 年、ポルトガルが 

1972 年 

（出所）令和３年中間答申参考資料 31 頁その他国土交通省資料を基に筆者作成 

（単位：％） 

＜6.3＞    ＜32.2＞                  ＜41.3＞             ＜16.5＞ 

 

（２）現行制度見直しの考え方 

ア 見直しの方向性 

平成 26 年改正法の法案質疑において、「今後、老朽化の進展に伴い、次々と

更新が必要となり、料金徴収期間を再延長することになるのではないか」との

指摘に対し、国土交通大臣は、「単に建設から年数が経過したからといって直ち

に老朽化するわけではない。今回の更新計画は、建設時に施工を急ぐなど無理

をした箇所や、古い基準で設計された箇所等に対応するものであり、今回の対

応以降、また次々と更新需要が生じることにはならない」と答弁している46。し

かしながら、料金制度研究委員会が平成 27 年５月に公表した『高速道路の料金

制度に関する研究 ―有料道路制度と負担のあり方について― 報告書』（25、60

頁）では、①平成 26 年改正法による料金徴収期間の延長は、飽くまでもその時

点で必要と判明している当面の大規模更新に対応する一施策に過ぎず、それ以

降も半永久的かつ定期的に必要と考えられる大規模更新には対応できていない

こと、②更新費はおおむね 20～30 年サイクルで必要となり、必要額もその都度

変動することが示されている。そして実際に、既述のとおり、次々と更新需要

が生じる事態を想定した検討が進められている。 

高速道路が無料開放された場合、本来道路管理者たる国及び地方公共団体が

管理することとなるため、その維持管理等の費用は公費での負担となる。少子

高齢化の進展等により国及び地方の財政が今後一層厳しくなることなどを踏ま

えれば、当該費用を全て公費負担とすることは、コスト縮減に努めたとしても、

現実的にはハードルが高いと言えよう。その上で、長期的に更新事業の実施が

必要となることを想定すべきとされること等を踏まえれば、料金徴収の終期を

見通すことは困難であろう。 

国土交通省は、令和３年中間答申を受け特措法を改正する際も、高速道路を

無料開放する方針を堅持すると見られ47、幹線道路部会においても、「料金徴収

についての基本的な考え方（案）」の一つとして、「債務償還期限を固定せず、

必要な追加投資の規模に応じて、料金徴収期限を特に定めず、料金徴収を継続」

する案が示される48とともに、特措法改正に当たっては、無料開放の時期を明記

せず、一定期間ごとに必要額を織り込み、その都度、無料開放時期を見直す方

法を検討していると報じられている49。しかしながら、更新・進化（改良を含む。

                         
46 第 186 回国会参議院本会議録第 22 号３～４頁（平 26.5.16） 
47 『日本経済新聞』（令 3.8.13） 
48 第 50 回幹線道路部会（令 3.6.28）資料５ 
49 『朝日新聞』（令 3.9.8） 
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以下同様）については、長期的な見通しを的確に立てることが難しい上に、追

加される債務の規模等も不明瞭である。これまでの経緯も踏まえれば、無料開

放は空約束となり成就されないことが懸念される。 

また、無料開放原則と密接不可分の償還主義については、高速道路に要する

全コストを一定の料金徴収期間内の利用者負担とするものであることから、利

用者に過大な負担を強いるとの指摘がなされている50。償還対象債務の見直し

の必要性がこれまで指摘されてきた。令和３年中間答申では、土地等に関する

債務については、その価値は経年的に減少しないことから、有料道路事業以外

の公共事業における取扱いとの整合にも留意しつつ、その償還に係る取扱いを

検討する必要があるとしている51。令和２年３月末時点の機構の債務残高であ

る約 35 兆円のうち、土地関連は約 9.6 兆円52と、全体の３割程度を占める。仮

に、土地等に関する債務が償還対象債務から除外される場合、料金引下げにつ

ながるほか、今後の維持管理等への料金収入の一層の充当が期待できよう。一

方で、幹線道路部会において、新直轄高速道路等の道路整備は、建設国債によ

り資金を調達して行われ、用地費を含め償還されているため、有料道路事業の

場合に用地費の償還を免除する対応は困難である旨指摘がなされている53。 

一般に、企業はキャッシュフローやバランスシート等の財務状況を分析しな

がら、資金を調達した上で、企業活動を継続・拡大するために必要な投資を実

施し、投資後、資金調達に伴う債務を投資により得られた収益により返済する。

資金調達、投資、債務返済を繰り返す中、健全な企業活動が継続されることを

前提とすれば、結果として一定の債務を保有し続けることもあり得るとする54。

令和３年中間答申では、債務を保有し続ける場合、①利息を支払い続けること

で利用者負担が増大すること、②料金徴収期間が有限であることを前提とすれ

ば、保有し続ける債務の最終的な処理方策を決めておく必要があること等の課

題があることから、直ちに債務の返済について現行制度を見直すことは困難と

している。その上で、維持管理等の負担の在り方等に係る今後の議論の進捗に

合わせ、更新・進化の継続のため、機構が債務の一部又は全てを保有し続ける

ことも検討することが望ましいとしている55。債務償還の在り方について、利用

者の適正な負担水準を確保する観点から議論されるべきであろう。 

                         
50 宮川公男『高速道路 なぜ料金を払うのか』（東洋経済新報社 平 23.8）102 頁 
51 令和３年中間答申 21 頁 
52 前掲脚注 48 
53 第 50 回幹線道路部会（令 3.6.28）における太田和博委員（専修大学商学部教授）の指摘 
54 前掲脚注 51 
55 前掲脚注 51 
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以下同様）については、長期的な見通しを的確に立てることが難しい上に、追
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り資金を調達して行われ、用地費を含め償還されているため、有料道路事業の

場合に用地費の償還を免除する対応は困難である旨指摘がなされている53。 
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がら、資金を調達した上で、企業活動を継続・拡大するために必要な投資を実

施し、投資後、資金調達に伴う債務を投資により得られた収益により返済する。

資金調達、投資、債務返済を繰り返す中、健全な企業活動が継続されることを

前提とすれば、結果として一定の債務を保有し続けることもあり得るとする54。

令和３年中間答申では、債務を保有し続ける場合、①利息を支払い続けること

で利用者負担が増大すること、②料金徴収期間が有限であることを前提とすれ

ば、保有し続ける債務の最終的な処理方策を決めておく必要があること等の課

題があることから、直ちに債務の返済について現行制度を見直すことは困難と

している。その上で、維持管理等の負担の在り方等に係る今後の議論の進捗に

合わせ、更新・進化の継続のため、機構が債務の一部又は全てを保有し続ける

ことも検討することが望ましいとしている55。債務償還の在り方について、利用

者の適正な負担水準を確保する観点から議論されるべきであろう。 

                         
50 宮川公男『高速道路 なぜ料金を払うのか』（東洋経済新報社 平 23.8）102 頁 
51 令和３年中間答申 21 頁 
52 前掲脚注 48 
53 第 50 回幹線道路部会（令 3.6.28）における太田和博委員（専修大学商学部教授）の指摘 
54 前掲脚注 51 
55 前掲脚注 51 

 

イ 永久有料化の可能性 

現行制度の見直しについては、無料開放を廃して料金徴収を無期限化（永久

有料化）する対応も考えられる。しかしながら、無料開放原則という現行制度

の大前提を撤回することは、機構・高速道路会社体制の在り方を含め、制度自

体を大きく見直すことを意味する。永久有料化についてはこれまでも議論や主

張がなされているが、平成 26 年改正法の法案審議時、国土交通大臣は、「利用

者を始め広く理解が得られるかという課題もあり、今後も慎重な検討が必要で

ある」と説明している56。 

令和３年中間答申では、更新・進化の債務完済後も、維持管理等に必要とな

る費用負担は、利用者負担に基づき、引き続き高速道路の利用者による負担を

明確にすべきとする一方、税負担への切り替えも含め、超長期の将来見通しを

もった議論を要し、引き続き議論を継続する必要があるとしている57。幹線道路

部会の委員である太田和博専修大学商学部教授は、「永久有料制は、用地費及び

建設費（整備費）を償還対象から外し、償還必要総額を減少させることを意図

する」としている。その上で、太田氏は、有料道路事業にて、用地費等を償還

対象から外すためには、①建設国債の発行対象である国の公共事業とは異なる

特別扱いが必要であり（国に比べ信用力が低いと想定される有料道路事業者が、

債務を国よりも長期に、更には永遠に負う正当な理由が必要）、②公物管理上の

道路資産の扱いを整理しなければならないと指摘している。また、同氏は、令

和３年中間答申は「維持管理有料制の意義とその導入を提案している」とし、

「用地を含む整備費用の償還を永久に行わない永久有料制は実現できないこと

から、誤解を避けるため、同答申では「永久有料」という用語を使用しなかっ

た」と認識していると述べている。一方で、同氏は、永久有料制の可能性は全

くないとは言えず、前述の土地等に関する債務に係る同答申の提言は、その可

能性を排除していないとしている58。 

公益財団法人高速道路調査会経済・経営研究部会高速道路の料金及び課金の

あり方に関する調査研究委員会（以下「料金等調査研究委員会」という。）が令

和３年７月に公表した『高速道路の料金及び課金のあり方に関する調査研究 －

持続可能な高速道路料金制度に向けて－ 報告書』（以下「令和３年調査研究報

告書」という。）では、「新たな高速道路制度の代替案」等を提示するとともに、

                         
56 第 186 回国会参議院本会議録第 22 号４頁（平 26.5.16） 
57 令和３年中間答申 23～24 頁 
58 太田和博「高速道路料金政策の新展開と新たな高規格道路ネットワーク計画」『高速道路と

自動車 第 65 巻 第１号』（公益財団法人高速道路調査会 令 4.1）13～14 頁 
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「有料道路事業において、現行の償還制度の枠組みの下、債務償還期限を無期

限とすることは困難である。仮に有料道路事業に総括原価方式を導入するなら

ば、ゴーイングコンサーン（企業が永遠に継続していくという仮定）としての

事業が保証されるであろうが、その場合、これまで所与であった投資の意思決

定の必要性が生じることや、超過利潤を得るなど収益を得ることに対しての説

明が求められることなど、民間事業者としての権限が付与される一方で新たな

義務が課され、有料道路もしくは高速道路事業の在り方にも関わる」旨述べて

いる59。 

次節（２．（３））では、将来の無料開放を据え置きつつ料金徴収期限を特措

法に明記せずに料金徴収期間を延長していくこと（Ａ案）、永久有料化（Ｂ案）

の双方について若干の考察を行う。 

 

（３）料金徴収期間（債務償還期間）の再延長に関する考察 

ア 無料開放原則・償還主義 

 Ａ案とＢ案とでは、無料開放原則の位置付けと、同原則と密接に関係する償

還主義の取扱いが異なる可能性が考えられるが、いずれの方法を採るにしても、

実際上の無期限有料化が果たされるとも捉えられる。Ａ案で無料開放を前提と

しても、料金徴収期限が明記されない以上、どの時点で無料開放（債務完済）

がなされるかは不明であるためである。幹線道路部会の根本敏則委員（敬愛大

学経済学部教授）は、令和３年中間答申の取りまとめに際し、同答申が提示す

る料金徴収期間の見直しの方向性について、これを永久有料と呼び、一般国民

に分かりやすく情報発信すべきである旨述べている60。 

仮に 10 年ごとに維持管理等事業と当該債務の追加を行う場合、債務償還期

間は 10 年ごとに段階的に延長されることが想像される。Ａ案について、料金徴

収期限（無料開放期限）を明記せず、今後、債務完済が見通せる時期になった

際に具体の期限を示すということであれば、実際上、期限の意味をなさない。

無料開放と密接に関係する償還主義も、具体の期限が明示されない以上、長期

的には実質的な意味を帯びないということとなる。そうであるならば、Ａ案で

も償還主義にとらわれない料金設定を行い、諸外国と比べ高額であると言われ

る高速道路料金の適正化を図るべきではないだろうか。 

 

                         
59 令和３年調査研究報告書 148 頁 
60 第 51 回幹線道路部会（令 3.7.26）議事録 19 頁 
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59 令和３年調査研究報告書 148 頁 
60 第 51 回幹線道路部会（令 3.7.26）議事録 19 頁 

 

イ 高速道路料金の在り方 
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通しを確認しておきたい。具体的には、ＮＥＸＣＯ３社及び本四会社の全国路
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ミナルチャージや車種別の料金設定等も踏まえる必要があるため、飽くまで参

考値とはなるが、2051 年以降の料金水準は、計画値ベースではむしろ上昇する

計算となっている（本来であれば、令和元年度の実績値を用いて比較すべきで

あるが、全国路線網の実績交通量は高速国道を除き公表されていない。）。この

点、東会社では、料金徴収期限までの追加的な料金負担分の限定的な活用等に
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よる「追加事業」として、関越道新潟線（中央ＪＣＴ（仮称）～大泉ＪＣＴ）

の新設工事が実施され、2031～2063 年での当該債務の償還が計画されており、

今後の追加債務の可能性も考えられる。民営化時に承継された建設債務等の完

済後も料金水準の低下が期待できない状況にあることがうかがえよう。 

令和３年中間答申では、利用者負担を基本としつつも、適正な料金水準下で

様々な工夫を講じてもなお、高速道路の利用者負担のみでは不足する分につい

て、道路整備の受益が利用者のみならず広く地域にも及ぶことを踏まえ、事業

主体の責任を明確にしつつ税金により負担することも必要とされている62。で

は、「適正な料金水準」とはどのように考えるべきであろうか。例えば、償還主

義を廃し無期限有料制の導入を主張する宮川公男一橋大学名誉教授は、高速道

路料金は高速移動便益の対価であり、鉄道の特急料金と類似のものとし、高速

道路の機能を場所移動と高速移動の二つに分け、前者は一般道路と同様に納税

者の税金による負担、後者は利用者による料金負担とすべきとしている。その

上で、高速道路料金の算定に当たっては、用地費・建設費・改良費等の資本支

出を除外し、一般管理費を含む維持管理費及び資本コスト（負債利息、資本金

に対する配当）のみを償うよう考慮すればよく、資本コストについては公共財

的性質を踏まえ国費負担があってもよいとし、一般的な移動便益相当分まで国

費補助が可能としている。この点、実際には、特に大都市部の高速道路では慢

性的に渋滞が発生しており、高速移動便益を享受できない利用者は少なくない。

また、高速移動便益の対価たる高速道路料金の設定について、料金引下げとな

れば、交通量の更なる増加に伴う渋滞悪化の可能性も考えられる。宮川氏は、

高速移動便益の実現のため必要なもの（追越し車線のための車線増等）は料金

に反映させるべきであり、利潤についても民営公益事業会社並みのフェア・リ

ターンを認めるべきとしている。その上で、同氏は、これらの料金算定方法の

変更により、現時点の水準から相当程度の料金低減が可能であるとしている63。 

また、地方部を中心に利用が低調な高速道路も存在しており、通行料金は、

利用交通に与える影響を考慮した上で、地域政策的な観点も踏まえて決定する

必要があるとされる64。ＥＵでは課金単位を対象地域（都市近郊部、その他都市

間）により区分し設定しており、これは、これらの地域ごとに各費用等の原単

位が大きく異なることによる。このことから、我が国においても、より本格的

な地域別課金（都市部の単価は高く、地方部は安く）の採用が示唆されると指

                         
62 令和３年中間答申 20 頁 
63 令和３年調査研究報告書 156～161 頁 
64 前掲脚注 62 
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摘されている65。「適正な料金水準」の検討に当たっては、高速移動便益の確保

を前提として、高速道路網が最大限活用されるよう、高速道路料金を地域別、

さらには経路別・時間帯別に、柔軟かつ多様に設定することも重要となろう。 

加えて、高速道路会社管理の有料の高速国道では、４車線区間と暫定２車線

区間が存在するなど、サービス水準と料金とが対応しているとは言い難い状況

が生じている。サービスレベルは、交通事故の発生率等により測定される安全

性や走行時の快適性から、おおむね車線数により決定されると考えれば、同一

料金で車線数が異なるのは合理的に説明しにくいと指摘される66。「適正な料金

水準」については、サービスレベルと負担する料金の不均衡の是正も踏まえて

検討する必要があろう。 

その上で、「適正な料金水準」を実現するため、債務償還について、料金収入

のみでは財源が不足する場合、税負担等により適切に補完することが正当化さ

れよう。この点、債務返済計画は、上振れリスクを見込んだ最大４％の将来調

達金利により設定67されているものの、今日まで低金利の状況が続き、実績調達

金利との乖離が生じている（図表９）。 

平成 31 年４月 22 日の参議院決算委員会において、国土交通省道路局長は、

機構の将来調達金利について、平成 29 年度末の有利子債務残高の平均金利で

ある 1.16％が令和２年度以降も続くと仮定し、全国路線網、首都高速道路に係

る地域路線網及び阪神高速道路（阪神圏）に係る地域路線網の債務返済計画（平

成 31 年３月 26 日付けの協定変更を反映したもの）を基に支払利息を試算した

ところ、その総額は約８兆円となり、将来調達金利の設定が上限４％である債

務返済計画における支払利息の総額約 20 兆円と比べ約 12 兆円の減額となる旨

答弁している68。今後も低金利の状況が継続する場合、交通量の推移次第では、

将来調達金利と実績調達金利の差額等により生じる投資余力を活用することで、

                         
65 令和３年調査研究報告書 134 頁 
66 令和３年調査研究報告書 165 頁 
67 機構は、確実な債務返済を行う上での最大のリスクは将来金利の上昇であり、債務返済計画

の策定以降、同計画の変更に当たっては、償還期間 10 年の国債の利回り（名目長期金利）に関

して内閣府が作成する「中長期の経済財政に関する試算」や経済成長率等を参考として、機構

の将来調達金利が４％以内で推移するとみることが妥当としている（令和３年検査報告書 111

頁）。しかしながら、本稿執筆時点で最新の当該内閣府試算（令和４年１月 14 日経済財政諮問

会議提出）では、試算期間最終年度の 2031 年度においても、成長実現ケースにおいて 3.0％と

されている。その上、近年０％前後にとどまっている。これまでの間、将来調達金利が４％ま

で上昇するという設定の見直しはなされていないが、直近年度の実績調達金利や短期的又は長

期的金利上昇幅を勘案の上、将来調達金利が４％に上昇するまでの過程が見直されている（令

和３年検査報告書 111 頁）。 
68 第 198 回国会参議院決算委員会会議録第５号 20 頁（平 31.4.22）、令和３年検査報告書 112

頁 

23 経済のプリズム No208 2022.1



 

料金水準の適正化のため料金変更を行うとしても、実際にはある程度利用者負

担で賄える可能性がある。維持管理・更新に必要な費用について利用者負担を

基本とすることは原因者負担の観点からも妥当であるが、利用者の受益以外に

も、開発効果や通過交通の減少などによる地域における受益、安全保障や災害

時の緊急輸送、国土の均衡ある発展といった観点での国としての受益なども存

在するとされる69。このような考え方も踏まえると、税金等による負担を適切に

組み込み、利用者負担軽減につなげていくことが重要ではないだろうか。 

 

図表９ 機構の将来調達金利及び実績調達金利の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１）「令和元年度末債務返済計画における将来調達金利」は、令和２年３月に変更された全国路線網、

首都高速道路に係る地域路線網及び阪神高速道路（阪神圏）に係る地域路線網の令和元年度末債

務返済計画における将来調達金利 

（注２）「実績調達金利」は、発行額により加重平均した調達金利を記載 

（注３）赤字は令和２年度末債務返済計画における将来調達金利 

（出所）令和３年検査報告書 112 頁の図表を一部加工 

 

令和３年中間答申では、不確実な要素により影響が生じた場合でも必要な事

業を安定的に継続するため、過去に一般有料道路事業にて採用されていた損失

補てん引当金制度70のように、料金収入の一部を積み立て、必要に応じ積立を取

                         
69 前掲脚注 62 
70 損失補てん引当金制度は、将来事情の不可測性（物価及び将来交通量等経済事情の著しい変

動、不慮の災害）により生じた、採算不良道路の料金徴収期間満了時の未償還額を、同じ事業

主体の全ての一般有料道路の料金収入により積み立てられた内部留保資金で補てんし、事業主

体の経営の安定性を確保しようとするものである。現行制度の下では地方道路公社に対し適用
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ウ 永久有料化 
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８月 30 日に民営化委員会が取りまとめた「中間整理」では、料金により債務を
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されており、料金収入のおおむね 10％程度が損失補てん引当金として計上されている。 
71 令和３年中間答申 22 頁 
72 前掲脚注 62 
73 「特殊法人等整理合理化計画」（平成 13 年 12 月閣議決定）に基づき、四公団に代わる民営

化を前提とした新たな組織及びその採算性の確保を一体的に検討するため、法律により設置さ

れた機関。平成 17 年９月 30 日をもって廃止された。 
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ることから、民営化委員会は、永久有料化の問題を回避したとも指摘される74。 

平成 14 年 12 月に民営化委員会が内閣総理大臣に提出した「意見書」では、

国民負担の最小化を基本原則とし、50 年を上限としてなるべく早期の債務返済

を確実に実施するなどとされた。その上で、新たな組織の「基本的な考え方」

として、①新会社各社の収益調整を図り、長期債務の返済をできるだけ早期に

実現するため、保有・債務返済機構（仮称）を設立する、②同機構は、四公団

に係る道路資産（新会社に承継されるもの並びに国等に譲渡されるものを除く。）

及びそれに対応する長期債務を一括して承継するとともに、新会社は同機構か

ら道路資産を借り受け、貸付料を支払う、③同機構は、道路資産の所有及び長

期債務の返済、借換えのみをその業務とする、④新会社は、パーキングエリア

等の資産を承継して発足し、地域分割により５つの新会社を設立する、⑤新会

社は、発足後 10 年を目途に、同機構の所有する道路資産を買い取り、その際に

同機構は解散する、⑥新会社は当初、国が全株式を保有する特殊会社として発

足するが、同機構から道路資産を買い取った後、早期に上場し、最終的には国

が保有する全株式を売却することを目指すとの方向性が示された。また、新会

社は、自動車道事業（四公団所有の高速国道等の運営、管理等、並びに道路建

設等）及びこれに附帯する事業を経営するとされ、新会社が徴収する通行料金

は、能率的な経営の下における適正な原価を償い、かつ適正な利潤を含むもの

とし、新会社の経営者が自主的に決定することを基本とするとされた。その上

で、税制措置については、①債務の返済をできるだけ早期に行わせるため、保

有・債務返済機構（仮称）は法人税を負担しないこと、②当初は同機構が、買

取り後は新会社が所有することとなる道路資産に係る固定資産税は、国鉄改革

に際し旅客鉄道会社等に適用された特例措置等を参考に大幅軽減することが必

要であることが提言された。 

参考までに、道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）では、自動車道（有料の

自専道）の一つとして、料金支払により誰もが通行できる「一般自動車道」が

規定されている。一般自動車道は、私人、公共団体又は国が、企業として経営

する道路であり（実際には主として民間企業により経営されている。）、公物と

しての道路ではなく私有財産とされる（そのため、道路法の道路には位置付け

られない。）。また、その料金は、国土交通大臣の認可の下、適正な利潤を含め

ることが可能とされている。一般自動車道は営利事業として経営されることが

予定されているため、例えば、道路資産には固定資産税が、料金収入等からの

                         
74 宮川公男『高速道路 なぜ料金を払うのか』（東洋経済新報社 平 23.8）135～138 頁 
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利益に対しては法人税が課される。事業開始には多額の資金を要し、総資本回

転率が極めて低く、経営的には難しいとされ、一般自動車道の延長は 312.9km

（令和元年度末時点）75にとどまっている。 

「意見書」では、償還完了後、高速道路が無料開放されるか否かは明記され

ていない。この点、民営化委員会では、前述のとおり、民営化会社が上場企業

として成り立つためには永久有料化が必要という意見があったが、最終段階で

は「永久有料」という言葉は使われなくなった。「意見書」では、新会社は、経

営基盤の確立等株式上場に向けた諸条件が整ったと判断し次第、保有・債務返

済機構（仮称）が所有する道路施設を買い取るものとし、その時点で同機構は

解散し、新会社は「対象資産の買取り価額として同額の債務を承継する」とさ

れ、買取り後は、新会社にて残債務の償還を行うこととされた。すなわち、民

営化会社が将来、道路資産を保有することにより、永久有料化もあり得ること

を示唆するに留めたとされている76。 

また、「意見書」では、保有・債務返済機構（仮称）及び新会社への固定資産

税の課税を前提として、その大幅軽減の必要性が指摘されている。地方税法第

348 条第２項によれば、「公共の用に供する道路」に対し固定資産税を課すこと

はできないが、固定資産を有料で借り受けた者がこれを「公共の用に供する道

路」として使用する場合は、当該固定資産の所有者に同税を課すことができる

とされている。すなわち、同機構については、高速道路が「公共の用に供する

道路」とされるか否かにかかわらず、固定資産税の課税がなされる可能性があ

る。これに対し、新会社については、同機構の道路施設を買取った後、高速道

路が「公共の用に供する道路」と位置付けられなければ、固定資産税が課税さ

れることとなる。 

その後、「意見書」の案は採用されず、政府・与党、国土交通省での検討を経

て、平成 15 年 12 月、政府・与党申し合わせ（「道路関係四公団民営化の基本的

枠組みについて」）がなされ、機構は民営化から 45 年後に解散し、新会社の上

場の時期・方法等は民営化後の経営状況等を見極めた上で判断するとされた。

また、「機構は、民営化から 45 年後には債務を確実に返済し、その時点での高

速道路等を道路管理者に移管し、無料開放する」とされた。さらに、「高速道路

等は、国民共有の財産であり、料金の設定に当たっては、会社の利潤を含めな

                         
75 「道路統計年報 2021」（国土交通省ＨＰ） 

<https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2021/nenpo02.html> 
76 福田理「道路公団民営化のゆくえ ―民営化法案の論点― 」『ISSUE BRIEF 調査と情報 第

446 号』（国立国会図書館 平 16.3）５頁 
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いものとする」こと、「この基本的枠組みが確実に実現されるよう、税制上の所

要の措置を講ずる」こととされた。現行スキームは同申し合わせを踏まえ成立

しており、機構及び高速道路会社については固定資産税等が非課税とされてい

る。 

 

（具体の方向性） 

高速道路の永久有料化については、前述の「意見書」や民営化委員会におけ

る過去の議論などを振り返りつつ、抜本的かつ幅広い検討を丁寧に行う必要が

あろう。 

特に、永久有料化に当たり大きな課題とされる固定資産税の課税問題（納税

額は 5,000 億円規模になるとみられている77。）については、どのような体制と

するかにもよるが、民営化された新会社であれば企業の社会的責任としてその

支払を進んで受け入れるべきである、あるいは、その反対に、国又は地方公共

団体が資産を保有する公物として同税が課せられるべきではない、といった意

見がある78。「意見書」では、上場新会社への固定資産税負担の大幅軽減の必要

性が示されているが、ＪＲ本州３社等の対応例も踏まえ、その適切性を検討す

る必要があろう。 

また、法人税についても、高速道路会社に料金収入からの利潤が生じないよ

う機構が貸付料を設定することで納税額が生じないようにされているが、「意

見書」では、新会社が徴収する通行料金は、能率的な経営の下における適正な

原価を償い、かつ適正な利潤を含むものとし、新会社の経営者が自主的に決定

することを基本とするとしていた。今後、通行料金に係る利潤を認めるか否か

については、公租公課の取扱いに関わることとなろう。 

ところで、平成 30 年７月、料金制度研究委員会は、現行の有料道路制度に基

づく料金徴収期間を 2050 年までとし、それまでに高速道路建設のための債務

を一旦返済し、2051 年以降に必要となる維持管理・修繕・更新費用は償還主義

に基づかずに財源を確保することを目指すべきと提言した。その理由の一つと

して、高速道路の維持管理・修繕・更新とそれらの財源は継続的かつ永続的に

必要となるため、償還主義に基づく料金徴収期間が何度も延長される可能性が

あり、現行の有料道路制度による料金徴収期間は永遠に終了しないことを挙げ

ている79。また、2051 年以降は高速道路の建設が終了しているため通行料金に

                         
77 『日本経済新聞』（令 3.8.13） 
78 令和３年調査研究報告書 160～161 頁 
79 料金制度研究委員会『高速道路の料金制度に関する研究 最終報告書』（平 30.7）（以下「平
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77 『日本経済新聞』（令 3.8.13） 
78 令和３年調査研究報告書 160～161 頁 
79 料金制度研究委員会『高速道路の料金制度に関する研究 最終報告書』（平 30.7）（以下「平

 

建設費が含まれず、高速道路網を維持するための料金水準を現在の水準より下

げることが可能としている80。加えて、同報告書では、無料開放原則を高速道路

に適用するか否かは検討の余地があるとするとともに、「高速で安全快適に移

動できる」というサービスを提供する自専道である高速道路は、維持管理・修

繕・更新に多額の費用を要することから、利用者負担とすることが合理的とし

ている81。 

その後に公表された令和３年調査研究報告書では、「新たな高速道路制度の

代替案」として、①維持管理有料型82、②公益事業型、③協定期間更新型の３種

類が提示されている（図表 10）。 

令和３年調査研究報告書では、将来にわたり高度なサービス提供を求められ

る路線は、全国的な自専道網を構成する高速国道の高規格幹線道路並びにその

他の自専道であるとされ、新たな高速道路制度を導入するのは、高速道路の全

国路線網及び新直轄高速道路とされている83（令和３年中間答申では、税金のみ

で整備された無料の高速道路についても、維持管理等の費用を高速道路利用者

の負担に求めることを基本にすべきとしている84。）。これらの「制度見直しに当

たっての課題」として、①従来の無料開放原則を放棄し永久有料とすることへ

の納得できる説明、②高速道路の維持管理有料型への移行は将来の問題である

ため現時点で採用を決定する必要性の説明、③高速道路会社に利潤を認める場

合の道路運送法上の有料道路との違いの整理が挙げられた85。 

高速道路の永久有料化に係る具体の検討に当たっては、世代間負担の公平性

という観点から最も妥当性がある、公益事業型及び協定期間更新型が有力な選

択肢となり得、とりわけ、前者は、「意見書」で提示された、上場民営会社によ

る上下一体での高速道路事業経営の考え方にも近いと思われる。 

 

                         
成 30 年研究報告書」という。）29～31 頁 
80 平成 30 年研究報告書 33～34 頁 
81 平成 30 年研究報告書 37 頁 
82 なお、特措法第 15 条では、地方道路公社は、新設・改築した道路の維持又は修繕に関する

工事に特に多額の費用を要し、かつ、本来道路管理者が維持又は修繕に関する工事を行うこと

が著しく困難又は不適当であると認められるときに限り、国土交通大臣の許可を受け、当該道

路の維持、修繕及び災害復旧を行うとともに、引き続き料金を徴収（料金徴収期間は、許可の

日から起算して 45 年以内）できる旨規定されている（維持管理有料道路）。一例として、神奈

川県道路公社が管理する真鶴道路（延長 4.5km）では、平成 20 年９月４日～令和 10 年９月３

日の 20 年間、普通車料金として 200 円を徴収している。 
83 令和３年調査研究報告書 175 頁 
84 令和３年中間答申 24 頁 
85 前掲脚注 83 
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図表 10 新たな高速道路制度の代替案 

 ①維持管理有料型 ②公益事業型 ③協定期間更新型 償還主義（現行） 

定義 

現在の償還期限までに

全費用を償還し、その

後、維持管理費と大規模

更新費を継続して徴収。 

用地は減価しないこと

から、用地費を償還対象

から外す考え方もあり

得る。 

高速道路事業を電力

会社や鉄道会社のよ

うな民間企業により

経営されるものを想

定。高速道路会社は、

自ら投資を行い、資産

を保有し、対価を得て

サービス・商品を提供

し、出資者に対する配

当と将来の事業の継

続・拡大のために利益

を追求 

現在の高速道路会社

が、永続的に料金を徴

収し、機構との間で 40

年ないし 50 年を期間

とする協定を締結し、

５年ごとに見直す。 

料金徴収期間に全

費用を償還し、その

後の維持管理費・大

規模更新費等は全

て国費で賄う。 

料金算定 

の基礎 

フルコストから出資金

を除外した費用を償還

期限までに償還できる

よう料金を設定 

フルコストから建設

費及び出資金を除き、

道路資産の減価償却

費を加えて、適正な利

潤（レートベースに一

定の事業報酬率をか

けたもの）を見込んだ

額に料金を設定 

自給自足を原則とした

ものとし、道路政策目

的からの修正を可能と

する。自給自足とは、道

路の物理的な耐用年数

内に債務償還が終了す

ることをいい、協定に

て確認する。利潤は建

設・管理における経費

削減等の自己努力分を

認める（あらかじめ、料

金に利潤を含めること

はしない。）。 

フルコスト（建設

費、維持管理費、借

入金利息、大規模更

新費、出資金） 

料金水準と

財源確保へ 

の影響 

償還完了後の料金は償

還前より安くなる。 

料金は、制度導入時に安くなるが、その後はほぼ

一定 

料金徴収期間を延

長又は料金改定し

ない限り、財源が不

足 

世代間の負

担の公平性

の観点から 

の妥当性 

世代間負担の公平性と

いう観点から妥当性が

ある。 

世代間負担の公平性という観点からは最も妥当

性がある。 

償還期限まで料金

水準は高く、その後

無料になるため不

公平 

留意点 

組織形態にもよるが固定資産税の支払が発生する可能性がある。 

（ただし、③に関し、諸外国では、公物である高速道路資産に固定資産税を

課している事例はない。） 

－ 

（出所）令和３年調査研究報告書 174 頁を基に筆者作成 

 

また、公益事業型及び協定期間更新型のいずれも利潤の発生を想定している

が、平成 30 年研究報告書では、高速道路会社において現状、高速道路事業から

利潤を上げることが認められていないことにつき、料金制度研究委員会での議

論の中で、民間企業のように利潤獲得のインセンティブを用いて高速道路事業

の経営効率化や技術革新を促すことができるのではないかとの意見があったと

し、適正な利潤を高速道路事業に認め、料金の決定原則の一つとして検討する

必要性が指摘されている86。令和３年調査研究報告書では、鉄道事業を参考とし

て全国路線網の総括原価及び料金の検討が行われている87。当該検討によれば、

                         
86 平成 30 年研究報告書 42～43 頁 
87 鉄道事業の総括原価方式の特徴として、①不断の投資により半永久的に収益を生み出すこと
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（ただし、③に関し、諸外国では、公物である高速道路資産に固定資産税を
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利潤を上げることが認められていないことにつき、料金制度研究委員会での議

論の中で、民間企業のように利潤獲得のインセンティブを用いて高速道路事業
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て全国路線網の総括原価及び料金の検討が行われている87。当該検討によれば、

                         
86 平成 30 年研究報告書 42～43 頁 
87 鉄道事業の総括原価方式の特徴として、①不断の投資により半永久的に収益を生み出すこと

 

高速道路の全国路線網の平成30年度の総括原価は２兆2,000億円～２兆4,000

億円（他人資本報酬率を、①0.606％（機構の過去５年間の調達債務の平均利子

率）、②0.96％（機構の過去５年間の債務残高の平均利子率）、③0.38％（公社

債応募者の平均利回り）と設定）である一方、同年度の全国路線網の料金収入

は約２兆 4,600 億円であり、鉄道事業の総括原価方式により料金を算定すれば、

料金は現在と同額か、最大 10％の引下げもあり得ることが示されている。ただ

し、ここで注意すべき点は、有料道路事業では、維持管理費（営業費）の占め

る割合が低い一方、建設投資の割合が高いため、減価償却費の占める割合が高

いことであり、高速道路の総括原価のうち減価償却費（7,568 億円）の占める

割合は約 33％とされる。したがって高速道路事業では、減価償却費の変化が総

括原価に与える影響が大きく、新規路線の建設や修繕事業が今後進めば減価償

却費の増加が予想され、総括原価も上昇することとなる。これにより、高速道

路事業では、数年ごとに鉄道事業で認められるような上限料金を超える料金引

上げが必要になると予想されている88。ここでは新直轄区間は考慮されておら

ず、資材・労務単価の不測の変動等を含め、総括原価の更なる増加の可能性も

ある89。公益事業型では、投資に対する資金コストを上回る報酬額の上限を設定

することは、事業者に投資を促すことが期待される。しかし、適正な事業報酬

の上限をどのように設定するかが課題とされ90、以上の検討でも他人資本報酬

率を３パターン設定して試算が行われている。 

他方で、令和３年調査研究報告書を取りまとめた料金等調査研究委員会の委

員長である根本敏則敬愛大学経済学部教授並びに、同委員会の委員である後藤

孝夫中央大学経済学部教授及び谷下雅義中央大学理工学部教授は、高速道路の

永久有料化を見据えた試算（債務償還シミュレーション）を行っている91。同試

                         
が前提とされること、②総括原価を賄うだけの収入の確保が認められ、総括原価の中には投資

に対する報酬も含まれており、この報酬には、利払いのみではなく配当なども含まれること、

③鉄道運賃は公共料金の性質を有し、価格規制下にあることから、特定の投資のための加算運

賃の設定やそれによる運賃値上げに対し、利用者あるいは社会的に受け入れられることが要件

となること、④投資に対する収益に対応する事業報酬が設定されることが挙げられている（令

和３年調査研究報告書 146～147 頁）。鉄道事業の総括原価は、営業費等に事業報酬を加えたも

のとなる。事業報酬は、事業報酬対象資産×事業報酬率により求められ、事業報酬率＝自己資

本比率（30％）×自己資本報酬率（公社債応募者利回り、全産業平均自己資本利益率及び配当

所要率の平均）＋他人資本比率（70％）×他人資本報酬率である（同 150 頁）。 
88 令和３年調査研究報告書 149～154 頁 
89 令和３年中間答申では、資材・労務単価の変動や税制改正等は、債務返済計画に直接的に影

響するため、これらの変動・改正等に合わせ、料金等を調整する仕組みについても議論が必要

としている（36 頁）。 
90 令和３年調査研究報告書 172～173 頁 
91 後藤孝夫、谷下雅義、根本敏則「高速道路の債務償還シミュレーション －高速道路の永久
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算では、日本の高速道路網を対象に 2115 年度まで料金を徴収した場合の償還

シミュレーションを行い、現行の高速道路の料金水準と比較しており、その結

果、現行の枠組みを維持し、「新東名高速道路・新名神高速道路の６車線化」、

「暫定２車線の４車線化」及び「更新」を実施した場合、全体として約 13％の

料金引上げとなること、「ＡＥＴ（All Electronic Tolling）化92」及び「暫定

２車線区間の料金半額化」を考慮した場合もほぼ同じとなることを明らかにし

たとしている。また、感度分析の結果から、「暫定２車線の４車線化事業の整備

期間延長」は料金改定率を抑えることができ、「固定資産税の免除」と「上限金

利１％」については、料金引下げが可能であることを示したとしている。 

永久有料化に係る試算では、利潤や金利等の様々な条件設定が考えられ、そ

の設定次第で高速道路の料金水準に大きな影響を及ぼすこととなる。利用者が

納得できる適度な料金水準が実現されることを基本に、全体の制度設計がなさ

れるべきであり、税金等の他財源の充当の在り方と併せて議論の深化が求めら

れよう。 

 

（４）関係論点 

 料金徴収期間の再延長に関係する論点について、本稿では紙幅の都合、その

いくつかを挙げることとする。 

 

ア 受益者負担に基づく別枠負担の検討 

令和３年中間答申では、休憩施設における大型車用駐車マスの大規模な増設

や公共トラックターミナルの拡充など、一部の車両が利用する機能を大幅に強

化するための投資は、その設備の利用者が大きな利益を受けることから、その

利用者に費用の一部負担を求めることを検討する必要があるとしている93。 

他方で、自動運転のための投資に必要な費用については、①自動運転が、自

動運転車の安全性や快適性の向上のみではなく、交通流全体の安全性や効率性

の改善につながること、②高速道路における自動運転の実装の効果が利用者全

体に波及し得ることを前提とすれば、自動運転車のみに負担を求める必然性は

                         
有料化を見据えた一試算－ 」（概要）（一般財団法人運輸総合研究所ＨＰ） 

<https://www.jttri.or.jp/journal/report/objdocument_815.html> 
92 車載器及び自動ナンバープレート認識機器の設置による料金収受のキャッシュレス化をい

う。ＡＥＴ化への移行費用が発生する一方で、料金徴収費用の削減が期待されている。我が国

でのＡＥＴ導入には、車両の所有者に支払義務や未払への罰則を課すこと、車籍照会の利用目

的に応じた規制緩和などの課題があるとされる（令和３年調査研究報告書 201 頁）。 
93 令和３年中間答申 26 頁 
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算では、日本の高速道路網を対象に 2115 年度まで料金を徴収した場合の償還

シミュレーションを行い、現行の高速道路の料金水準と比較しており、その結

果、現行の枠組みを維持し、「新東名高速道路・新名神高速道路の６車線化」、

「暫定２車線の４車線化」及び「更新」を実施した場合、全体として約 13％の

料金引上げとなること、「ＡＥＴ（All Electronic Tolling）化92」及び「暫定

２車線区間の料金半額化」を考慮した場合もほぼ同じとなることを明らかにし

たとしている。また、感度分析の結果から、「暫定２車線の４車線化事業の整備

期間延長」は料金改定率を抑えることができ、「固定資産税の免除」と「上限金

利１％」については、料金引下げが可能であることを示したとしている。 

永久有料化に係る試算では、利潤や金利等の様々な条件設定が考えられ、そ

の設定次第で高速道路の料金水準に大きな影響を及ぼすこととなる。利用者が

納得できる適度な料金水準が実現されることを基本に、全体の制度設計がなさ

れるべきであり、税金等の他財源の充当の在り方と併せて議論の深化が求めら

れよう。 

 

（４）関係論点 

 料金徴収期間の再延長に関係する論点について、本稿では紙幅の都合、その

いくつかを挙げることとする。 

 

ア 受益者負担に基づく別枠負担の検討 

令和３年中間答申では、休憩施設における大型車用駐車マスの大規模な増設

や公共トラックターミナルの拡充など、一部の車両が利用する機能を大幅に強

化するための投資は、その設備の利用者が大きな利益を受けることから、その

利用者に費用の一部負担を求めることを検討する必要があるとしている93。 

他方で、自動運転のための投資に必要な費用については、①自動運転が、自

動運転車の安全性や快適性の向上のみではなく、交通流全体の安全性や効率性

の改善につながること、②高速道路における自動運転の実装の効果が利用者全

体に波及し得ることを前提とすれば、自動運転車のみに負担を求める必然性は

                         
有料化を見据えた一試算－ 」（概要）（一般財団法人運輸総合研究所ＨＰ） 

<https://www.jttri.or.jp/journal/report/objdocument_815.html> 
92 車載器及び自動ナンバープレート認識機器の設置による料金収受のキャッシュレス化をい

う。ＡＥＴ化への移行費用が発生する一方で、料金徴収費用の削減が期待されている。我が国

でのＡＥＴ導入には、車両の所有者に支払義務や未払への罰則を課すこと、車籍照会の利用目

的に応じた規制緩和などの課題があるとされる（令和３年調査研究報告書 201 頁）。 
93 令和３年中間答申 26 頁 

 

なく、高速道路利用者全体として負担することも妥当であることを踏まえ、負

担の在り方を検討する必要があるとしている94。この点、令和３年４月に東会社

が公表した「自動運転社会の実現を加速させる次世代高速道路の目指す姿（構

想）」では、「今後の課題」の一つとして「負担の公平性」が挙げられ、同構想

は自動運転車を対象とした事業が中心であるところ、現在の料金設定は車種別

の対距離制となっているため、受益者負担の観点から、自動運転車のメリット

と負担の在り方等を整理する必要があるとしている95。 

整備される設備等による受益の程度・範囲や、これらの利用動向を考慮しつ

つ、社会的受容性を踏まえ、適切な負担の在り方を検討する必要があろう。 

 

イ 電気自動車の道路利用負担 

電気自動車（以下「ＥＶ」という。）の道路利用負担について、一般に、ＥＶ

の車両重量はガソリン車より重く、橋梁等の構造物に与える負荷が大きいため、

負担の公平性を確保する観点から、ＥＶの料金をガソリン車より高くすること

も考えられる。しかし、ＥＶの普及の観点から、ＥＶの取得及び高速道路の利

用へのインセンティブ付与も検討する余地がある。そのため、ＥＶの普及促進

を図る段階と、それ以降の段階に分け、各段階における負担の在り方を踏まえ、

具体の料金体系等を検討する必要があるとされる96。ＥＶの今後の軽量化の動

向も注視しつつ、原因者負担の原則に基づく公正な料金体系となるよう検討を

進める必要があろう。 

 

ウ 出資積立金97の積立時期の見直し 

                         
94 令和３年中間答申 25 頁 
95 東会社「自動運転社会の実現を加速させる次世代高速道路の目指す姿（構想）」（令 3.4）48

頁。同９頁では、「自動運転対応など、最新技術の導入には多大なコストがかかるため、誰が負

担するかを考える必要がある。受益者負担原則による追加特別料金が適切ではないか。」との根

本敏則敬愛大学経済学部教授の意見も記載されている。 
96 令和３年中間答申 25～26 頁 
97 民営化により機構が四公団の権利及び義務を承継した際、国及び出資地方公共団体から四公

団に出資された出資金に相当する金額から、高速道路会社設立の際に発行され、国及び出資地

方公共団体が承継した株式の総数の価額に相当する金額を減じた額が、国及び出資地方公共団

体から機構に出資されたものとされた（国及び出資地方公共団体から機構に出資されたものと

された出資金を、以下「承継出資金」という。）。また、機構は、承継出資金の総額のうち、本

州四国連絡橋公団からの鉄道勘定分としての承継出資金を除いた額を機構設立時の高速道路

勘定の資本金の額としており、機構設立以降に国及び地方公共団体から受けた出資金（以下「追

加出資金」という。）により、高速道路勘定の資本金の増資を行うなどしている。機構は、自ら

の解散の日において、少なくとも高速道路勘定における資本金に相当する額を残余財産としな

ければならず、機構が解散した場合、高速道路勘定に係る残余財産を各出資者に対しその出資

額に応じて分配するとされている（機構法第 31 条）。独立行政法人日本高速道路保有・債務返
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 債務の返済等の順序は当初、建設債務の返済及び出資積立金の積立てを機構

設立から 45 年以内に完了後、特定更新等工事債務を返済するという方針が国

から示されていた。しかし、平成27年７月の幹線道路部会の中間答申98を受け、

首都高速道路に係る地域路線網の東京都等出資金及び阪神高速道路（阪神圏）

に係る地域路線網の全出資金は、出資者との合意や高速道路会社と調整を図っ

た上で、国等が方針を示し、出資積立金の積立時期の見直しを行うこととされ、

それぞれの債務返済計画を変更の上、出資積立金の積立てを有利子である特定

更新等工事債務の返済の後に行うこととし、同債務に係る支払利息を低減させ

ていた。 

一方、全国路線網に係る出資金及び首都高速道路に係る地域路線網の東京都

等出資金以外の出資金は、出資積立金の積立時期の見直しを行っておらず、そ

れぞれの債務返済計画にて、特定更新等工事債務の返済前に出資積立金を積み

立てることとされている。この点、会計検査院は、国土交通省及び機構におい

て、全国路線網に係る出資金及び首都高速道路に係る地域路線網の東京都等出

資金以外の出資金について、出資積立金の積立時期の見直しを行い、将来の支

払利息の低減を図るよう検討する必要があるとしている99。会計検査院の試算

によれば、当該出資積立金の積立時期の見直しにより、支払利息が、全国路線

網で約 6,310 億円、首都高速道路に係る地域路線網で約 3,594 億円、計約 9,904

億円低減し、債務の返済等の完了期日が前倒しとなるとしている100。 

会計検査院の指摘を踏まえ、支払利息の低減を図るべきであるところ、料金

徴収期間を再延長する場合、出資積立金の積立時期を再延長期間の維持管理等

に係る有利子債務の前とすれば、以上と同様、当該有利子債務に係る支払利息

の増加が懸念される。また、高速道路が永久有料となる場合は、出資金の償還

の在り方そのものが問われ得る。これらを踏まえ、料金徴収期間の再延長や永

久有料化に係る今後の検討と合わせ、出資金の取扱いを根本的に議論する必要

があろう。 

                         
済機構法施行令（平成 17 年政令第 202 号）により、高速道路勘定における資本金に相当する

額を現預金等の残余財産とするための積立金（以下「出資積立金」という。）の積立てに要する

費用には、貸付料等を充てることとなっている。すなわち、機構は、自らの解散の日までに、

貸付料等により、債務の返済を行うとともに、出資積立金（承継出資金及び追加出資金の総額

相当）の積立てを行う必要がある。 
98 平成 27 年７月の幹線道路部会の中間答申では、「民営化の経緯から、出資金も含めて建設債

務の償還を優先するため、更新事業に関する債務は、その償還が開始されるまで利息に伴い増

加するが、有利子債務を厳格に管理しつつ、出資金の償還時期の見直しなどにより、全体とし

て、利用者負担が減少するような対応が必要である」としている。 
99 令和３年検査報告書 165 頁 
100 令和３年検査報告書 133～134 頁 
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 債務の返済等の順序は当初、建設債務の返済及び出資積立金の積立てを機構

設立から 45 年以内に完了後、特定更新等工事債務を返済するという方針が国

から示されていた。しかし、平成27年７月の幹線道路部会の中間答申98を受け、

首都高速道路に係る地域路線網の東京都等出資金及び阪神高速道路（阪神圏）

に係る地域路線網の全出資金は、出資者との合意や高速道路会社と調整を図っ

た上で、国等が方針を示し、出資積立金の積立時期の見直しを行うこととされ、

それぞれの債務返済計画を変更の上、出資積立金の積立てを有利子である特定

更新等工事債務の返済の後に行うこととし、同債務に係る支払利息を低減させ

ていた。 

一方、全国路線網に係る出資金及び首都高速道路に係る地域路線網の東京都

等出資金以外の出資金は、出資積立金の積立時期の見直しを行っておらず、そ

れぞれの債務返済計画にて、特定更新等工事債務の返済前に出資積立金を積み

立てることとされている。この点、会計検査院は、国土交通省及び機構におい

て、全国路線網に係る出資金及び首都高速道路に係る地域路線網の東京都等出

資金以外の出資金について、出資積立金の積立時期の見直しを行い、将来の支

払利息の低減を図るよう検討する必要があるとしている99。会計検査院の試算

によれば、当該出資積立金の積立時期の見直しにより、支払利息が、全国路線

網で約 6,310 億円、首都高速道路に係る地域路線網で約 3,594 億円、計約 9,904

億円低減し、債務の返済等の完了期日が前倒しとなるとしている100。 

会計検査院の指摘を踏まえ、支払利息の低減を図るべきであるところ、料金

徴収期間を再延長する場合、出資積立金の積立時期を再延長期間の維持管理等

に係る有利子債務の前とすれば、以上と同様、当該有利子債務に係る支払利息

の増加が懸念される。また、高速道路が永久有料となる場合は、出資金の償還

の在り方そのものが問われ得る。これらを踏まえ、料金徴収期間の再延長や永

久有料化に係る今後の検討と合わせ、出資金の取扱いを根本的に議論する必要

があろう。 

                         
済機構法施行令（平成 17 年政令第 202 号）により、高速道路勘定における資本金に相当する

額を現預金等の残余財産とするための積立金（以下「出資積立金」という。）の積立てに要する

費用には、貸付料等を充てることとなっている。すなわち、機構は、自らの解散の日までに、

貸付料等により、債務の返済を行うとともに、出資積立金（承継出資金及び追加出資金の総額

相当）の積立てを行う必要がある。 
98 平成 27 年７月の幹線道路部会の中間答申では、「民営化の経緯から、出資金も含めて建設債

務の償還を優先するため、更新事業に関する債務は、その償還が開始されるまで利息に伴い増

加するが、有利子債務を厳格に管理しつつ、出資金の償還時期の見直しなどにより、全体とし

て、利用者負担が減少するような対応が必要である」としている。 
99 令和３年検査報告書 165 頁 
100 令和３年検査報告書 133～134 頁 

 

エ 高速道路会社等の利益剰余金の活用 

高速道路会社は、その年度に発生した当期純利益を高速道路事業から生じた

ものと関連事業から生じたものとに区分し、当期純利益を利益剰余金として内

部留保している。高速道路事業に係る利益剰余金は、将来の貸付料の確実な支

払等に備えるため、中会社では「高速道路事業積立金」、阪神会社では「高速道

路事業別途積立金」、東会社・西会社・首都会社・本四会社では「別途積立金」

として積み立てられている。また、中会社では、中央道笹子トンネル事故後、

安全性を確保する対策を早期かつ確実に実施するための事業による損失に充て

るため、平成 25 年度に「安全性向上積立金」を積み立てる等している。さらに、

高速道路会社は、平成 29 年度に計上された厚生年金基金代行返上益のうち高

速道路事業に係る部分については、高速道路利用者の安全性・快適性の向上に

資する施策に活用することを目的として、「安全対策・サービス高度化積立金」

を積み立てる等している。加えて、ＮＥＸＣＯ３社では、平成 29 年６月の株主

総会決議を経て、跨道橋の耐震対策に充てるための「跨道橋耐震対策積立金」

を積み立てている。一方、関連事業に係る利益剰余金は、ＳＡ等の機能強化や

新事業の展開に向けた投資のため、主として繰越利益剰余金のまま繰り越され

ている101。 

翌事業年度に行われた株主総会における剰余金の処分に関する決議等を反映

した高速道路会社の利益剰余金は、平成 17 年度以降おおむね増加傾向にあり、

新型コロナウイルス感染症の影響が顕著に現れた令和２年度には減少したもの

の、令和２年度末時点では、東会社約 849 億円、中会社約 816 億円、西会社約

849 億円、本四会社約 120 億円、首都会社約 215 億円、阪神会社約 193 億円と

なっている102。 

平成 26 年改正法の法案採決に際し、参議院国土交通委員会が行った附帯決

議103では、利用者の負担軽減のため、高速道路会社の利益剰余金を特定更新等

                         
101 令和３年検査報告書 90～92 頁 
102 高速道路会社の決算情報による。 
103 「道路法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平 26.5.27 参議院国土交通委員会）

<https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/186/f072_052701.pdf>。 

同附帯決議のうち、本稿に特に関連する事項として、①高速道路の更新を最重点課題として位

置付け、公費投入の検討も含め、その加速を図ること、②高速道路ネットワークの一層の有効

活用を図るため、通行料金の引下げ、交通混雑を引き起こすことなく、かつ利用度が画期的に

改善される路線等における早期の無料化など、利便性の向上を実現する方策について、技術、

運用、資金、制度面等、多様な角度から引き続き検討すること、③高速道路の利用実態の把握

に努め、その債務償還状況に応じて、償還の繰上げに努めること、④大規模更新等の財源確保

及び債務償還に当たっては、会社の経営に著しい影響を与えない範囲内で、高速道路会社の利

益剰余金の活用等を図るなど利用者の負担軽減に努めること、⑤高速道路債務の償還満了後に
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工事債務の償還に活用することを求めている。利益剰余金の今後の推移等に留

意しつつ、これに加えて、前述の積立制度が導入となる場合は、当該剰余金の

一部を充当することも検討されるべきであろう。 

一方で、機構についても、高速道路勘定において令和２年度末時点で約７兆

4,046 億円の利益剰余金が計上されている。参議院国土交通委員会での平成 26

年改正法の法案審査において、国土交通省道路局長は、機構の利益剰余金につ

いては、毎年度の利益により債務を返済した累積額が財務諸表上、利益剰余金

として計上されており、実際に投資できる現金があるわけではない旨答弁して

いる104。この点、質疑者からは、機構の利益剰余金が活用しにくい点は理解し

ているが、更新費用の財源に少しも充てることができないとも言えないとの指

摘がなされている105。 

利益剰余金は、業務に関連し発生した剰余金であり、法人内に留保されたも

のである。民間企業を対象としたものではあるが、「令和４年度税制改正大綱」

（令和３年 12 月自由民主党、公明党）では、株主還元や内部留保が増加し続け

る現状に対し、近年の累次の法人税改革が意図した成果が上がってこなかった

とした上で、「成長と分配の好循環」は、利益を元にした投資に加えて、株主だ

けでなく従業員、取引先、地域社会などの多様なステークホルダーに継続的に

還元し、企業収益の更なる増加につなげていくことで実現するとしている。こ

うした考え方は、独立行政法人であっても当てはまると言えよう。料金徴収期

間の再延長が現実味を増す中、高速道路に係る国民負担の軽減策として、真摯

に検討すべきではないだろうか。 

 

（内線 75285） 

                         
おいても維持管理費用については利用者負担を求めることや、高速道路の混雑緩和のための

ロードプライシング導入等の可能性について検討すること、⑥償還対象経費から用地費を除外

することによる償還期間の短縮と通行料金の低減を検討することがある。参議院国土交通委員

会は、政府及び関係者に対し、これらの事項につき適切な措置を講ずることを求めている。 
104 第 186 回国会参議院国土交通委員会会議録第 16 号１頁（平 26.5.27） 
105 第 186 回国会参議院国土交通委員会会議録第 16 号２頁（平 26.5.27） 
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